業務委託契約書

株式会社●●（以下甲とする）は、社労士・行政書士はまぐち総合法務事務所（以下乙とする）に下記の条項に掲げる条件をもって業務を依頼し、乙はこれを承諾した。

第１条　委託業務

雇用調整助成金に関する支給申請手続一切

第２条　委託業務遂行にあたっての注意点

甲は乙に委託した業務に関して、契約期間中は第三者に重ねて依頼することはもちろんのこと、甲自ら手続を行なうこともできない。

第３条　報酬額

①　報酬額は、甲が受けた雇用調整助成金の額の20％とする。（最低保障額20万円）
②　交通費及び郵送料の実費は乙の負担とする。

③　申請手続に必要な各種証明書類の取得は、甲の負担で甲自ら行わなければならない。

第４条　報酬の支払時期

①　報酬の支払い時期

報酬は甲が報酬の対象となる雇用調整助成金を受給後２週間以内に支払うものとする。

②　報酬の請求

報酬の請求は、支給申請手続が終了した段階で（支給申請が複数回に渡るときはその都度）乙が甲に対して請求書を発行する方法で行なう。

第５条　提出義務

①　甲は雇用調整助成金の申請手続に必要な証明書類、その他乙が必要と認めた証明書類等を乙に提出する義務を負う。

②　業務処理等に当たって、甲より提出された情報、帳票類を真正なものとして乙は処理を行う。提出された書類が虚偽であった場合の責任を乙は負わない。

第６条　報告義務と協力義務

乙は、甲に対して雇用調整助成金の申請に付随して臨時の手続が発生した場合に関して甲に対して報告をする義務を有する。

第７条　守秘義務

乙は本契約に基づく申請手続の過程で知り得た甲の秘密を手続期間中はもちろんのこと手続期間終了後も一切漏らしてはならない。

第８条　免責

以下の理由により雇用調整助成金の申請ができなくなった場合、乙は責任を負わないものとする。

①甲提出の証拠書類が虚偽であった場合。

②法律の改正や行政事務に変更があった場合。

③第２条に違反した場合。
④第５条の提出義務に違反した場合。
⑤コロナウイルス感染症による緊急事態宣言発令にかかる自粛要請および乙所内従事者の感染または感染疑いのため休業を余儀なくされた場合。
第９条　損害賠償

①　甲が第2条に違反した場合、乙は得られるべき報酬を甲に対して請求することができる。
②　甲の責めに帰すべき事由により申請が不受理となった場合、又は甲の責めに帰すべき事由により審査後、不支給決定された場合は第3条第1項の報酬額の半額を上限として相手方に支払う。

③　乙の責任で、損害が発生した場合には第3条第1項の報酬額の限度で損害賠償を負う。

第10条　反社会的勢力の排除

①　甲は、乙に対し、本件契約時において、甲（甲が法人の場合は、代表者、役員又は実質的に経営を支配する者)が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という)に該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。

②　甲は、乙が前項の該当性の判断のために調査を要すると判断した場合、その調査に協力しこれに必要と判断する資料を提出しなければならない。

③　乙は、甲が反社会的勢力に属すると判明した場合、催告をすることなく、本件契約を解除することができる。

④　乙が、前項の規定により、個別契約を解除した場合には、乙はこれによる甲の損害を賠償する責を負わない。

⑤　第１項の規定により乙が本契約を解除した場合には、甲は乙に対し違約金として第３条第１項の報酬額を即時に支払う。

第11条　契約期間

本契約の有効期間は、対象となる雇用調整助成金に関して受給可能な支給申請すべてが完了し、報酬額のすべてが乙に支払われるまでの期間とする。

本契約の成立を証するため本書２通を作成し、各自記名捺印の上１通ずつ保管する。

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　 所 在 地　　　　
事業所名　　　　
　　　　　　　（甲）委託者（依頼者）代表　　       　　　　　 　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　 所 在 地　　　　札幌市北区北６条西６丁目２　福徳ビル３Ｆ
事務所名　　　　社労士・行政書士はまぐち総合法務事務所
　　　　　　　（乙）社会保険労務士　濱口　貴行　　　　　　　　　　　　　　　　　印
